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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第75期 

第２四半期累計期間
第76期 

第２四半期累計期間
第75期

会計期間
自　2020年10月１日
至　2021年３月31日

自　2021年10月１日
至　2022年３月31日

自　2020年10月１日
至　2021年９月30日

売上高 (百万円) 8,320 11,200 18,873

経常利益 (百万円) 1,006 1,069 2,040

四半期(当期)純利益 (百万円) 527 685 1,348

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 955 955 955

発行済株式総数 (千株) 3,000 3,000 3,000

純資産額 (百万円) 24,131 25,487 24,961

総資産額 (百万円) 27,887 30,634 29,224

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 182.77 236.95 466.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 80

自己資本比率 (％) 86.5 83.2 85.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,160 486 1,764

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △425 △105 △506

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △231 △239 △233

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,758 6,421 6,279
 

 

回次
第75期

第２四半期会計期間
第76期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年３月31日

自　2022年１月１日
至　2022年３月31日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失 (△)

(円) △39.70 119.00
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」は

記載しておりません。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か
ら適用しており、当第２四半期累計期間及び当第２四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当
該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、第１四半期会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を

適用しております。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルスの新規感染者の増加がピークを超えたことに

伴い、景気は持ち直しの基調であるものの、依然として収束時期の見通しが立たないことに加えて、緊迫する海外

情勢の悪化に伴う国内経済への影響や、エネルギー価格の高騰等、景気下振れリスクを伴う状況が続いておりま

す。

当業界におきましては、鉄骨需要の回復傾向が顕著にみられるようになっているものの、首都圏の再開発物件等

の大型案件が需要を下支えしている状況が続いております。一方で、鋼材価格をはじめとする原材料価格は引続き

高水準で推移しており、最終需要家の値上げへの難色と、メーカー、流通筋の値上げ姿勢に挟まれ、当社を取り巻

く経営環境は依然として厳しい状況となっております。

このような環境のなか、当社は受注活動に鋭意努力した結果、当第２四半期の受注高は前年同四半期比33.0％増

の16,444百万円となりました。

完成工事高は、工場の稼働率向上及び収益認識基準の適用（原価回収基準）により前年同四半期比34.6％増の

11,200百万円となりました。

損益面については、営業利益941百万円（前年同四半期比2.0％増）、経常利益1,069百万円（前年同四半期比

6.3％増）、四半期純利益685百万円（前年同四半期比30.0％増）となりました。

引き続き、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の継続的な徹底と工場稼働率維持の両立等を最重要経営課

題と認識し、計画的な受注及び収益の確保を目指して参ります。

なお、当社は建設業以外の事業を営んでいないため、セグメントに関する業績は記載しておりません。

 
製品別の状況は、次の通りであります。

（鉄骨）

鉄骨における当第２四半期累計期間の売上高は10,580百万円（前年同四半期比34.7％増）となりました。ま

た、当第２四半期累計期間の受注高は14,885百万円（前年同四半期比23.9％増）となり、当第２四半期会計期間

末の受注残高は19,088百万円（前年同四半期比4.4％増）となりました。

 
（プレキャストコンクリート）

プレキャストコンクリートにおける当第２四半期累計期間の売上高は620百万円（前年同四半期比32.6％増）と

なりました。また、当第２四半期累計期間の受注高は1,558百万円（前年同四半期比347.1％増）となり、当第２

四半期会計期間末の受注残高は1,647百万円（前年同四半期比78.4％増）となりました。
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当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末の29,224百万円から30,634百万円と1,409百万円増加しまし

た。その主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等が増加したことによるものであります。

総負債は、工事未払金等の増加により、前事業年度末比883百万円増加し5,146百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の増加により、前事業年度末比526百万円増加し25,487百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ141百万円

増加し、6,421百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における営業活動の結果、増加した資金は486百万円(前年同四半期は2,160百万円の増加)

となりました。これは、仕入債務の増加等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における投資活動の結果、減少した資金は105百万円(前年同四半期は425百万円の減少)と

なりました。これは、有形固定資産の取得等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における財務活動の結果、減少した資金は239百万円(前年同四半期は231百万円の減少)と

なりました。これは、配当金の支払による支出等によるものであります。

 
(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(4) 経営方針・経営戦略等及び対処すべき課題等

当第２四半期累計期間において、重要は変更等はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発費の総額は、１百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,000,000 3,000,000

東京証券取引所
市場第二部

(第２四半期会計期間末現在)
 スタンダード市場
(提出日現在)

単元株式数
100株

計 3,000,000 3,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年１月１日
～2022年３月31日

― 3,000,000 ― 955,491 ― 572,129
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(5) 【大株主の状況】

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

伊藤忠丸紅住商テクノスチール
株式会社

東京都千代田区大手町１丁目６番１号 500 17.25

エムエム建材株式会社 東京都港区東新橋１丁目５番２号 500 17.25

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 170 5.88

川岸興産株式会社 福岡市博多区博多駅前３丁目16番10号 155 5.35

神鋼商事株式会社 大阪市中央区北浜２丁目６番18号 141 4.89

Black Clover Limited
（常任代理人　三田証券株式会
社）

SertusChambers.SecondFioor,TheQuadrant,M
anglierStreet.P.O.BOX334.Victoria.Mahe.R
epublicofSeychelles
 （東京都中央区日本橋兜町３番11号）

140 4.85

川岸隆一 千葉県柏市 82 2.84

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 62 2.14

INTERACTIVE BROKERSLLC
 （常任代理人　インタラクティ
ブ・ブローカーズ証券株式会
社）

ONEPICKWICKPLAZA 　GREENWICH,CONNECTICUT
06830 USA(東京都千代田区霞が関３丁目２番
５号）

61 2.13

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD　
AC ISG（FE-AC)
（常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM(東京都千
代田区丸の内２丁目７番１号）

33 1.16

計 － 1,847 63.74
 

 

(注)　上記のほか、当社所有の自己株式101千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 101,400

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式 2,884,400 28,844 ―

単元未満株式  普通株式 14,200 ― ―

発行済株式総数 3,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 28,844 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権の数２個)含ま

れております。

２．「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式67株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川岸工業株式会社

東京都港区東新橋
１丁目２番13号

101,400 ― 101,400 3.38

計 ― 101,400 ― 101,400 3.38
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第63号)

に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2022年１月１日から2022年３月

31日まで)及び第２四半期累計期間(2021年10月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、八重洲

監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第64号)第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　資産基準　　　　　　　 0.4％

　　売上高基準　　　　　　 0.0％

　　利益基準　　　　　　　 1.5％

　　利益剰余金基準　　　 　0.2％
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 6,279,845 6,421,687

  受取手形・完成工事未収入金 13,696,267 15,291,545

  未成工事支出金 592,567 ―

  材料貯蔵品 498,843 770,985

  未収入金 12,775 14,118

  その他 24,280 49,857

  流動資産合計 21,104,580 22,548,195

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 2,167,336 2,116,398

   機械・運搬具（純額） 1,314,389 1,174,930

   土地 3,458,404 3,458,404

   その他（純額） 70,302 148,961

   有形固定資産合計 7,010,432 6,898,694

  無形固定資産 20,015 18,999

  投資その他の資産   

   投資有価証券 725,086 823,283

   その他 391,109 371,547

   貸倒引当金 △26,428 △26,498

   投資その他の資産合計 1,089,767 1,168,332

  固定資産合計 8,120,215 8,086,026

 資産合計 29,224,796 30,634,221

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 3,123,492 3,696,379

  未払法人税等 198,265 355,785

  工事損失引当金 ― 31,182

  賞与引当金 125,384 288,685

  その他 532,524 485,715

  流動負債合計 3,979,667 4,857,747
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

 固定負債   

  退職給付引当金 200,926 202,182

  その他 83,125 87,034

  固定負債合計 284,051 289,217

 負債合計 4,263,719 5,146,964

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 955,491 955,491

  資本剰余金 582,673 589,380

  利益剰余金 23,370,913 23,811,939

  自己株式 △203,231 △190,408

  株主資本合計 24,705,846 25,166,402

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 255,229 320,853

  評価・換算差額等合計 255,229 320,853

 純資産合計 24,961,076 25,487,256

負債純資産合計 29,224,796 30,634,221
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

完成工事高 8,320,291 11,200,999

完成工事原価 7,007,910 9,802,613

完成工事総利益 1,312,380 1,398,386

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 61,110 66,204

 従業員給料手当 160,310 180,163

 退職給付費用 5,990 5,690

 株式報酬費用 9,397 10,022

 法定福利費 26,563 32,350

 福利厚生費 3,907 5,333

 修繕維持費 2,294 2,531

 事務用品費 5,116 5,487

 通信交通費 14,715 15,956

 動力用水光熱費 2,429 2,353

 調査研究費 1,057 1,685

 貸倒引当金繰入額 70 70

 交際費 3,810 3,794

 地代家賃 10,725 10,851

 減価償却費 7,413 6,881

 租税公課 38,092 61,820

 保険料 2,700 3,374

 雑費 34,311 42,703

 販売費及び一般管理費合計 390,016 457,274

営業利益 922,364 941,111

営業外収益   

 受取利息 6 13

 受取配当金 10,277 16,816

 不動産賃貸料 38,464 38,799

 鉄屑売却益 30,252 63,955

 その他 14,211 15,455

 営業外収益合計 93,212 135,040

営業外費用   

 支払利息 611 375

 賃貸費用 4,422 4,426

 その他 4,366 1,715

 営業外費用合計 9,400 6,517

経常利益 1,006,175 1,069,634

特別損失   

 和解関連費用 ※1  210,000 ―

 退職給付制度移行損失 151,289 ―

 特別損失合計 361,289 ―

税引前四半期純利益 644,885 1,069,634

法人税等 117,123 383,647

四半期純利益 527,762 685,987
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 644,885 1,069,634

 減価償却費 242,540 222,896

 株式報酬費用 5,089 10,022

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 70 70

 工事損失引当金の増減額（△は減少） ― 31,182

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 899 1,256

 受取利息及び受取配当金 △10,283 △16,829

 支払利息 611 375

 和解関連費用 210,000 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 2,463,913 △1,022,305

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △41,681 ―

 その他の棚卸資産の増減額（△は増加） △285,753 △272,141

 仕入債務の増減額（△は減少） △546,949 572,887

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △8,556 5,526

 その他 418,871 79,141

 小計 3,093,657 681,715

 利息及び配当金の受取額 10,283 16,829

 利息の支払額 △611 △375

 和解関連費用の支払額 △690,000 ―

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △252,496 △211,745

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,160,831 486,423

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △414,946 △99,712

 有形固定資産の除却による支出 △2,881 ―

 無形固定資産の取得による支出 △6,100 △1,804

 投資有価証券の取得による支出 △3,710 △3,840

 貸付けによる支出 △70 △70

 貸付金の回収による収入 1,810 ―

 その他 △94 152

 投資活動によるキャッシュ・フロー △425,991 △105,275

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 2,500,000 1,250,000

 短期借入金の返済による支出 △2,500,000 △1,250,000

 自己株式の取得による支出 △200 △202

 配当金の支払額 △230,102 △230,803

 その他 △1,379 △8,300

 財務活動によるキャッシュ・フロー △231,682 △239,305

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,503,157 141,842

現金及び現金同等物の期首残高 5,255,112 6,279,845

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  6,758,270 ※１  6,421,687
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

この適用により、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわた

り移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を

認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生

した工事原価が、予測される工事原価総額に占める割合に基づいて行っております。履行義務の充足に係る進捗度

を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を

認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当第２四半期

累計期間の完成工事高は587,813千円増加し、完成工事原価は565,413千円増加し、営業利益、経常利益及び四半期

純利益はそれぞれ22,400千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は13,628千円減少しております。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりま

せん。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算方法)

税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積も

り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。　

 

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り）

当社では、新型コロナウイルス感染症拡大防止策を徹底した上で事業を継続することを前提に、前事業年度の有

価証券報告書(追加情報)に記載した内容から重要な変更はありません。

 
(四半期貸借対照表関係)

受取手形裏書譲渡高
　

 
前事業年度

(2021年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

 271,172千円 430,906千円
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(四半期損益計算書関係)

※１．和解関連費用

前第２四半期累計期間(自　2020年10月１日　至　2021年３月31日)

当第２四半期累計期間において、高層分譲住宅の一部タイルの剥落が発生した件で施工会社と協議しており

ましたが、当第２四半期累計期間において、最終合意に至りました。

本件に伴う解決金として前事業年度末に計上しておりました「補償損失引当金」480,000千円に加えて80,000

千円、弁護士・コンサルタント費用として130,000千円を計上しております。

 
当第２四半期累計期間(自　2021年10月１日　至　2022年３月31日)

該当事項はありません。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年３月31日)

現金預金 6,758,270千円 6,421,687千円

現金及び現金同等物 6,758,270千円 6,421,687千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期累計期間(自　2020年10月１日　至　2021年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年12月22日
 定時株主総会

普通株式 230,672 80 2020年９月30日 2020年12月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第２四半期累計期間(自　2021年10月１日　至　2022年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月21日
 定時株主総会

普通株式 231,332 80 2021年９月30日 2021年12月22日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

川岸工業株式会社(E01381)

四半期報告書

14/18



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自　2020年10月１日　至　2021年３月31日)

当社は、建設業以外の事業を営んでいないため、セグメント情報については、記載しておりません。
 

当第２四半期累計期間(自　2021年10月１日　至　2022年３月31日)

当社は、建設業以外の事業を営んでいないため、セグメント情報については、記載しておりません。

 
(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 
(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

 (単位：千円)

 合計

一時点で移転される財 ―

一定の期間にわたり移転される財 11,200,999

顧客との契約から生じる収益 11,200,999

外部顧客への売上高 11,200,999
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
至　2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日
至　2022年３月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 182.77 236.95

 (算定上の基礎)   

四半期純利益(千円) 527,762 685,987

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 527,762 685,987

普通株式の期中平均株式数(株) 2,887,603 2,895,095
 

(注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年５月13日

川岸工業株式会社

取締役会　御中

　

八重洲監査法人

　東京都千代田区
 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 三　　井　　智　　宇  

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 辻　　田　　武　　司  
 

 
業務執行社員  公認会計士 小   松   一   郎  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川岸工業株式会

社の2021年10月１日から2022年９月30日までの第76期事業年度の第２四半期会計期間（2022年１月１日から2022年３月

31日まで）及び第２四半期累計期間（2021年10月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川岸工業株式会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ
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ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本は、当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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